
こと。  

旦 

食事の提供が行われていること。  脚基準lこ適合する指   
定短期入所療養介護事業所において行われている｛と。  

10 特定施設入居者生活介護費   

イ 特定施設入居者生活介護費（1日につき）  

‘ （2）㈲ （3）㈲  
三  

（5）要介護5  

10 特定施設入居者生活介護費   

イ 特定施設入居者生活介護責（1日につき）   

（1）経過的要介護   

（2）要介護1  

214単位  

549単位  巨む 

叫単位  

叩単位  

78P単位  

851単位  

616単位  

683単位  

拉L 要介護j  

（4）要介護3  

750単位  （5】要介護4  

818単位  （6）要介護5  

口 外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費（1月につき）  
注1指定特定施設（指定居宅サービス基準第1了4条第1頓に規定する   

指定特定施設をいう。以下同じ。）において、イについては、指   

定特定施設入居者生活介護（同項に規定する指定特定施設入居者  
生活介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、指定特定施設入   

居者生活介護の提供を受ける入居者（以下「利用者」という。）   

の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定するもの  
とし、ロについては、外部サービス利用型指定特定施設入居者生   
活介護（指定居宅サービス基準第192条の2に規定する外部サービ  

ス利用型指定特定施設入居者生活介護をいう。以下同じ。）を行  
った場合に、別に厚生労働大臣が定めるサービスの種類及び当該  

サービスの単位数を基に得た当該外部サービス利用型指定特定施  

設入居者生活介護に係る総単位数について、利用者の要介護状態  

区分ごとに別に厚生労働大臣が定める単位数を限度として算定す  
る。ただし、看護職員又は介護職員の員数が別に厚生労働大臣が  
定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところ  

により算定する。  

口 外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費（1月につき）  
注1 指定特定施設（指定居宅サービス基準第174条第1項に規定する  

指定特定施設をいう。以下同じ。）において、イについては、指  

定特定施設入居者生活介護（同項に規定する指定特定施設入居者  
生活介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、指定特定施設入  

居者生活介護の提供を受ける入居者（以下「手tl用者」という。）  
の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定するもの  

とし、ロについては、外部サービス利用型指定特定施設入居者生  
活介護（指定居宅サービス基準第192条の2に規定する外部サービ  

ス利用型指定特定施設入居者生活介護をいう。以下同じ。）を行  
った場合に、別に厚生労働大臣が定めるサービスの種類及び当該  
サービスの単位数を基に得た当該外部サービス利用型指定特定施  

設入居者生活介護に係る総単位数について、利用者の要介護状態  

区分ごとに別に厚生労働大臣が定める単位数を限度として算定す  
る。ただし、看護職員又は介護職員の員数が別に厚生労働大臣が  
定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところ  

により算定する。  

※ 厚生労働大臣が定める外部サービス利用型特定施設入居者生活   

介護貴及び外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護   
費に係るサービスの種類及び当該サービスの単位数並びに限度単   

位数  
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一 外部サービス利用型特定施設入居者生活介護責に係るサービ   

スの種類及び当該サービスの単位数並びに限度単位数   

イ 略   

口 指定居宅サービス介護給付費単位数表の特定施設入居者生   

活介護真の注1の厚生労働大臣の定める限度単位数は、要介   

護状態区釧＝応じてそれぞれ次に掲げる単位数とする。  

川 要介護］  

」2 

（3）要介護3  

－し 旦オ襲卓  

（5）要介護5  

17，358単位  

19，486単位  

Zl，614単位  

符712単些  

25，870単位  

二 （略）  

別表第1  

1 外部サービス利用型特定嘩設入居者生活介護基本サービス責（1  

日につき）  87単位  

注1利用者に対して、外部サービス利用型指定特定施設入居者   

生活介護事業者（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び   

運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号。以下「指定居宅   

サービス基準」という。）第192条の3第2項に規定する外部サ   

ービス利用型指定特定施設入居者生活介護事業者をいう。）が、   

基本サービス（指定居宅サービス基準第192条の2に規定する基  

本サービスをいう。以下同じ。）  を行った場合に算定する。  

㌢養護老人ホーーム（老人福祉法第20条の4Iこ規定する奉遷   
老人ホームをいう。）である指定特定施設において、別に厚  
生労働大臣が定める者に対  して基本サービス  を行った場合に、  

障害者等支援加算として、1日につき20単位を所定単位準  
に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める者の内容は以下のとおり。   

○ 知的障害、精神障害その他の精神上の障害その他これに   
類する入所者の状況により、指定居宅サービス基準第192条   
の2に規定する基本サービスの提供に当たり、特に支援を  

必要とする者  

2 訪問介護  
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イ 身体介護が中心である場合  

：1：所要時間15分未満の場合  

（2）所要時間15分以上30分未満の場合  

99単位  

198単位  

（3）所要時間30分以上1時間30分未満の場合 270単位に所要時間3   

0分から計算して所要時間が15分増すごとに90単位を加算した単   

位数  

（4：所要時間1時間30分以上の場合 577単位に所要時間1時間30分   

から計算して所要時間15分を増すごとに37単位を加算した単位   

数  

口 生活援助が中心である場合  

50単位  こ1：所要時間15分未満の場合   

99単位に所要時間15分か  ∃：2）所要時間15分以上1時間未満の場合   

に50単位を加算した単位数  ら計算して所要時間が15分増すごと   

：3）所要時間1時間以上1時間15分未満の場合  225単位  

甘所要時間1時間15分以上の場合  270単位  

2 イについては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理   
学療法士等を1名以上配置しているもの（利用者の数が100を超え   

る指定特定施設にあっては、専ら機能訓練指導員の職務に従事す   
る常勤の理学療法士等を1名以上配置し、かつ、理学療法士等で   

ある従業者を機能訓練指導員として常勤換算方法で利用者の数を1   

00で除した数以上配置しているもの）として都道府県知事に届け   
出た指定特定施設において、利用者に対して、機能訓練指導員、   

看護職員、介護職員等が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計   

画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っている   

場合には、個別機能訓練加算として、1日につき12単位を重量卓   
堕塾」三加算する。  

3 イについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合する   

ものとして都道府県知事に届け出た指定特定施設において、利用   

者に対して、整星特定施設入居者生活介護を行った場合に、夜間   

看護体制加算として、1日につき10単位を所定単位数に加算する。  

4 ノ＝こついては、看護職員が、利用者ごとlこ健康の状況を継続的   

に記録している場合において、当該利用者の同意を得て、協力医   

療機関（指定居宅サービス基準第191条第1項に規定する協力医療   
機関をいう。）又は当該利用者の主i台医に対して、当該利用者の   

2 イについては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理   

学療法士等を1名以上配置しているもの（利用者の数が100を超え   

る指定特定施設にあっては、専ら機能訓練指導員の職務に従事す   
る常勤の理学療法士等を1名以上配置し、かつ、理学療法士等で   
ある従業者を機能訓練指導員として常勤換算方法で利用者の数を1   

00で除した数以上配置しているもの）として都道府県知事に届け   
出た指定特定施設において、利用者に対して、機能訓練指導員、   
看護職員、介護職員等が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計   
画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っている   

場合には、個別機能訓練加算として、1日につき12単位を加算す   
る。  

3 イについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合する   

ものとして都道府県知事に届け出た指定特定施設において、利用   

者に対して、特定施設入居者生活介護を行った場合に、夜間看護   
体制加算として、1日につき10単位を所定単位数に加算する。  
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健康の状況について月に1回以上情報を提供した場合には、医療  

機関連携加算として、1月につき80単位を所定単位数に加算する。  

11福祉用具貸与責（1月につき）  

指定福祉用具貸与事業所（指定居宅サービス基準第194条第1項に規   

定する指定福祉用具貸与事業所をいう。以下同じ。）において、指定   

福祉用具貸与（指定居宅サービス基準第193条に規定する指定福祉用具   

貸与をいう。以下同じ。）を行った場合に、現に指定福祉用具貸与に   

要した費用の額を当該指定福祉用具貸与事業所の所在地に適用される  
1単位の単価で除して得た単位数（1単位未満の端数があるときは、   

これを四捨五入して得た単位数）とする。   

注1 搬出入に要する費用は、現に指定福祉用具貸与に要した責用に  
含まれるものとし、個別には評価しない。ただし、指定福祉用具  
貸与事業所が別に厚生労働大臣が定める地域に所在する場合にあ  
っては、当該指定福祉用具貸与の開始日の属する月に、当該指定  

福祉用具貸与事業者（指定居宅サービス基準第194条第1項に規定  

する指定福祉用具貸与事業者をいう。以下同じ。）の通常の業務  
の実施地域において指定福祉用具貸与を行う場合に要する交通責  
（当該指定福祉用具貸与に係る福祉用具の往復の運搬に要する経  

責及び当該福祉用具の調整等を行う当該指定福祉用具貸与事業者  
の専門相談員1名の往復の交通責を合算したものをいう。）に相  

当する鎮を当該指定福祉用具貸与事業所の所在地に適用される1  
単位の単価で除して得た単位数を、個々の福祉用具ごとに当該指  
定福祉用具貸与に係る福祉用具貸与費の100分の100に相当する額  
を限度として所定単位数に加算する。  

11福祉用具貸与費（1月につき）  
指定福祉用具貸与事業所（指定居宅サービス基準第194条第1項に規   

定する指定福祉用具貸与事業所をいう。以下同じ。）において、指定   

福祉用具貸与（指定居宅サービス基準第193条に規定する指定福祉用具   

貸与をいう。以下同じ。）を行った場合に、現に指定福祉用具貸与に   

要した費用の額を当該指定福祉用具貸与事業所の所在地に適用される  
1単位の単価で除して得た単位数（1単位未満の端数があるときは、   
これを四捨五入して得た単位数）とする。   

注1 搬出入に要する費用は、現に指定福祉用具貸与に要した費用に  
含まれるものとし、個別には評価しない。ただし、指定福祉用具  
貸与事業所が別に厚生労働大臣が定める地域に所在する場合にあ  
っては、当該指定福祉用具貸与の開始日の属する月に、当該指定  

福祉用具貸与事業者（指定居宅サービス基準第194条第1項に規定  

する指定福祉用具貸与事業者をいう。以下同じ。）の通常の呈墓  
の実施地域（指定居宅サービス基準第200条第5号に碍定する通常  
の事業の実施地域をいう。以下同じ。）において指定福祉用具貸  

与を行う場合に要する交通費（当該指定福祉用具貸与に係る福祉  
用具の往復の運搬に要する経費及び当該福祉用具の調整等を行う  

当該指定福祉用具貸与事業者の専門相談員1名の往復の交通費を  
合算したものをいう。以下同じ。）に相当する額を当該指定福祉  

用具貸与事業所の所在地に適用される1単位の単価で除して得た   
単位数を、個々の福祉用具ごとに当該指定福祉用具貸与に係る福   
祉用具貸与真の100分の100に相当する額を限度として所定単位数   
に加算する。  

2 別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚生労働  
大臣が定める施設基準に適合する指定福祉用異貸与事業所の場合  
にあっては、当該指定福祉用具貸与の開始日の属する月に、当該  

指定福祉用具貸与事業者の通常の事業の実施地域において指定福  
祉用具貸与を行う場合に要する交通費に相当する額の3分の2に  
相当する額を当該指定福祉用具貸与事業所の所在地に適用される  
1単位の単価で除して得た単位数を、個々の福祉用具ごとに当該  

指定福祉用具貸与に係る福祉用具貸与真の3分の2に相当する額  
を限度として所定単位数に加算する。  
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※ 別に厚生労働大臣が定める地域の内容は以下のとおり。   

○ 厚生労働大臣が定める－単位の単価（平成12年厚生省告示第22  
号）第2号のその他の地域であって、次のいずれかに該当する地  

域のうち厚生労働大臣が定める地域（平成12年厚生省告示第24号）  

に規定する地域を除いた地域   

① 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第1項  

に規定する豪雪地帯   

② 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等  

に関する法律（昭和37年法律第88号）第2条第1項に規定する辺  
地   

③ 半島振興法（昭和60年法律第63号）第1条に規定する半島地域   
④ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の  
促進に関する法律（平成5年法律第72号）第2条第1項に規定す  

る特定農山村地域   

⑤ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第2条第   

1項に規定する過疎地域  

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は以下のとおり。   

○ 注2の厚生労働大臣が定める施設基準  

1月当たり実利用者数が15人以下の指定福祉用具貸与事業所で  

あること  

している利用者に対して、  3 別に厚生労働大臣が定める地域に居住   

通常の事業の実施地域を越えて指定福祉用具貸与を行う場合は、  

当該指定福祉用具貸与の開始日の属する月に、当該‡旨定福祉用具  

貸与事業者の通常の事業の実施地域において指定福祉用具貸与を  
巨う場合lこ要する交通費lこ相当する額の3分（乃＝こ相当する額を  

当該指定福祉用具貸与事所の所在地に適用される1単位の単価で  
除して得た単位数を、瑚旨定福祉用具貸  

与に係る福祉用具貸与費の3分の1に相当する額を限度として所  
定単位数に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める地域の内容は以下のとおり。  
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○ 次のいずれかに該当する地域  

（D 離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定により   
指定された離島振興対策実施地域  

② 奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条   
に規定する奄美群島  

③ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第1項   
に規定する豪雪地帯  

④ 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等   
に関する法律（昭和37年法律第88号）第2条第1項に規定する辺   
地  

⑤ 山村振興法（昭和40年法律第64号）第7条第1項の規定により   
指定された振興山村  

⑥ 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第2条   
第1項に規定する小笠原諸島  

⑦ 半島振興法（昭和60年法律第63号）第1条に規定する半島地域  
⑧ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の   
促進に関する法律（平成5年法律第72号）第2条第1項に規定す   
る特定農山村地域  

⑨ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第2条第   
1項に規定する過疎地域  

⑱ 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第3号に規   

定する離島  

旦 要介護状態区分が経過的要介護又は要介護1である者に対して、   
厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に   

係る福祉用具の種目（平成11年厚生省告示第93号）第1項に規定   
する幸いす、同告示第2項に規定する幸いす付属品、同告示第3   

項に規定する特殊寝台、同告示第4項に規定する特殊寝台付属品、   
同告示第5項に規定する床ずれ防止用具、同告示第6項に規定す   
る体位変換器、同告示第11項に規定する認知症老人排掴感知機器   

及び同告示第12項に規定する移動用リフトに係る指定福祉用具貸   

与を行った場合は、福祉用具貸与費は算定しない。ただし、別に   
厚生労働大臣が定める者に対する場合については、この限りでな   

い。  

旦 利用者が特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介  

生 要介護状態区分が要介護1である者に対して、厚生労働大臣が   

定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の   

種目（平成11年厚生省告示第93号）第1項に規定する幸いす、同   

告示第2項に規定する幸いす付属品、同告示第3項に規定する特   
殊寝台、同告示第4項に規定する特殊寝台付属品、同告示第5項   

に規定する床ずれ防止用具、同告示第6項に規定する体位変換器、   
同告示第11項に規定する認知症老人排掴感知機器及び同告示第12   

項に規定する移動用リフトに係る指定福祉用具貸与を行った場合   
は、福祉用具貸与責は算定しない。ただし、別に厚生労働大臣が   

定める者に対する場合については、この限りでない。   

5 利用者が特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介   
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護、地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護  

老人福祉施設入所者生活介護を受けている間は、福祉用具貸与責  

は、算定しない。  

護、地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護  

老人福祉施設入所者生活介護を受けている間は、福祉用具貸与費  

は、算定しない。  
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別紙1－2  

介護報酬単位の見直し案  
（変更点は下線部）  

改 正 案   現  行  
一 

（平成十二年】○指定居宅介護支援に要する責用の額の算定に関する基準（平成十二年  ○指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準   
厚生労働省告示第二十号）  厚生労働省告示第二十号）  

空地艇脚伝鴇囲鯉口樹林岬咄匿e理坐′ 爵酢酎削郎裡潤細腰持瀾  
史王舶弧せ轟瀬リベコ軸他す昭一e刃す昭0  

l豊根坦押台鴇囲鯉口蝋小崎咄旺e辞世′ 最贈豊根艇即や闇沖闇掩潤  
悪王鶴弥せ索瞞り邦つ抽地小崎ヰe刃卜嘩○  

ll空地坦仰伝鮨囲璧り輌小崎咄旺e既望′ 売出世朝駅垂《皿簑掴＄昭  】l空地堪仰台酷刑聖り舶卜岬榔匿e既望′ 宗り奥州駅垂《血簑拙宅㊥  

津摘困倒せ轟肘阻止日射酬…錮巧卜座ペ0  l劃せe射撃り貢腑   レ軸出世嘩ヰQ刃小崎0  l弧せe卦華り宗瞞り恨＄㊥射せ裔漣催リ   

※ 別に厚生労働大臣が定める一単位の単価の内容は以下のとおり。  
別紙5参照  

lll柱＝叶合壁地口ペコ要地出潮庵闇冊闇氾Ⅷ仲叫欄沌ほ瀾拍畑相打日   
野4ロリ龍ニレ′ 中eぜリl巴堆梶e∃質素簑嶋㊥刃勅曇′ 中e賛意朝尊   

堂昏コ灘≠小用細机小針桝㌻廿卜嘩  

川 堤II叫、Q聖地リベコ豊根艇併呑照凧鯉口騨小崎舶旺e鹿瀬軸恨」吏   
野和り罵ニト′ 中e理リl巴堆梶Q浩轟簑嶋崎刃勅世′ 中e∃質感僻耳   
坐撃コ闇汁小月封附卜昭ヰel座叫0  

別表  

指定居宅介護支援介護給付責単位数表  

居宅介護支援費   

イ 居宅介護支援責（1月につき）   

（1）居宅介護支援責（Ⅰ）  

（－）要介護1又は要介護2  

仁）要介護3、要介護4又は要介護5   

卿費（Ⅱ）  
卜）要介護1又は要介護2  
仁）要介護3、要介護4又は要介護5  

別表  

指定居宅介護支援介護給付費単位数表  

居宅介護支援費   

イ 居宅介護支援費（1月につき）   

（1）居宅介護支援費（Ⅰ）  

卜）要介護1又は要介護2  
（二）要介護3、要介護4又は要介護5  

㈲居宅介護支援費（Ⅰけ  

（－）要介護1又は要介護2  

（コ 要介護3、要介護4又は要介護5   

脚箆（Ⅰ町  卜）㈲  
（コ 要介護3、要介護4又は要介護5  

1，000単位  

1，300単位   

500単位   

650単位  

1，000単位  

1，300単位   

（柑0単位   

780単位  

㈹0単位   

520単位  

㈲居宅介護支援費（Ⅲ）   

卜）要介護1又は要介護2  
（二）要介護3、要介護4又は要介護5  
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㈱閲 850単位  

注1（1）から（3）までについては、利用者に対して指定居宅介護支援  

（介護保険法（平成9年法律第123号。以下「法」という。）第  
46条第1項に規定する指定居宅介護支援をいう。以下同じ。）  
を行い、かつ、月の末日において指定居宅介護支援等の事業の  

人員及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第38号。以下「基  

準」という。）第14条第1項の規定により、同項に規定する文  

書を提出している指定居宅介護支援事業者（法第46条第1項に  
規定する指定居宅介護支援事業者をいう。以下同じ。）につい  
て、次に掲げる区分に応じ、それぞれ所定単位数を算定する。   

（1）居宅介護支援費（Ⅰ）指定居宅介護支援事業所（基準第2  

条第1項に規定する指定居宅介護支援事業所をいう。以下同  
じ。）において指定居宅介護支援を受ける1月当たりの利用  
者数に、当該指定居宅介護支援事業所が法第115条の21第3項  

の規定に基づき指定介護予防支援事業者（法第58条第1項に  
規定する指定介護予防支援事業者をいう。）から委託を受け  
て行う指定介護予防支援（同条第1項に規定する指定介護予  
防支援をいう。）の提供を受ける利用者数（基準第13条第25  
号に規定する厚生労働大臣が定める基準に該当する地域に住  

所を有する利用者数を除く。）に2分の1を乗じた数を加え  
た数を当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の員数  
（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する  
基準（平成11年厚生省令第37号）第2条第7号に規定する常  

勤換算方法で算定した員数をいう。以下同じ。）で除して得  
た数（以下「取扱件数」という。）が40未満である場合  

（2）居宅介護支援責（Ⅱ）取扱件数が40以上60未満である場合  

注1（1）から（3）までについては、利用者に対して指定居宅介護支援  

（介護保険法（平成9年法律第123号。以下「法」という。）第  
46条第1項に規定する指定居宅介護支援をいう。以下同じ。）  

を行い、かつ、月の末日において指定居宅介護支援等の事業の  

人員及び運営に関する基準（平成‖年厚生省令第38号。以下「基  

準」という。）第14条第1項の規定により、同項に規定する文  

書を提出している指定居宅介護支援事業者（法第46条第1項に  
規定する指定居宅介護支援事業者をいう。以下同じ。）につい  
て、次に掲げる区分に応じ、それぞれ所定単位数を算定する。   

（1）居宅介護支援費（Ⅰ）指定居宅介護支援事業所（基準案2  
条第1頓に規定する指定居宅介護支援事業所をいう。以下同  
じ。）において指定居宅介護支援を受ける1月当たりの利用  
者数に、当該指定居宅介護支援事業所が法第115条の21第3項  

の規定に基づき指定介護予防支援事業者（法第58条第1項に  
規定する指定介護予防支援事業者をいう。）から委託を受け  
て行う指定介護予防支援（同条第1項に規定する指定介護予  
防支援をいう。）の提供を受ける利用者数（基準第13条第25  
号に規定する厚生労働大臣が定める基準に該当する地域に住  
所を有する利用者数を除く。）に2分の1を乗じた数を加え  

た数を当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の員数  
（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する  
基準（平成11年厚生省令第37号）第2条第7号に規定する常  
勤換算方法で算定した員数をいう。以下同じ。）で除して得  
た数（以下「取扱件数」という。）が40未満である場合星嵯旦  

0以上の場合において、40未満の部分について算定する。   

（オ 居宅介護支援責（Ⅱ）取扱件数が40以上60未満の場合にお   

．・：  1  

いて、40以上の部分について算定する。  

（3）居宅介護支援章（Ⅲ）取扱件数が60以上である場合におい  （3）居宅介護支援費（Ⅲ）取扱件数が60以上である場合  

て、40以上の部分について算定する。  
2（4）については、要介護状態区分が経過的要介護（要介護認定  

等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する  
省令（平成11年厚生省令第58号）附則第2条に規定する経過的  
要介護をいう。）である利用者に対して指定居宅介護支援を行  

い、かつ、月の末日において基準第14条第1項の規定により  
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同項に規定する文書を提出している指定居宅介護支援事業者に   
ついて、所定単位数を算定する。  
旦 別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合には、運営基   

準減算として、所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定   

する。また、運営基準減算が2月以上継続している場合には、   

所定単位数の100分の50に相当する単位数を算定する。  

生 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定居宅介護支援   
事業所の介護支援専門員が指定居宅介護支援を行った場合は、   
特別地域居宅介護支援加算として、所定単位数の100分の15に相   

当する単位数を所定単位数に加算する。  

乙 別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合には、運営基   

準減算として、所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定   

する。また、運営基準減算が2月以上継続している場合には、   

所定単位数の100分の50に相当する単位数を算定する。  

旦 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定居宅介護支援   

事業所の介護支援専門員が指定居宅介護支援を行った場合は、   
特別地域居宅介護支援加算として、所定単位数の100分の15に相   

当する単位数を所定単位数に加算する。  

4 別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ別に厚生労働  

大臣が定める施設基準に適合する指定居宅介護支援事業所の介  
護支援専門員が指定居宅介護支援を行った場合は、所定単位数  
の100分の10に相当する単位数を所定単位数に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める地域の内容は以下のとおり。   

○ 厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成12年厚生省告示第22  
号）第2号のその他の地域であって、次のいずれかに該当する地  

域のうち厚生労働大臣が定める地域（平成12年厚生省告示第24号）  

に規定する地域を除いた地域  

① 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第1  

項に規定する豪雪地帯  

② 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置  

等に関する法律（昭和37年法律第88号）第2条第1項に規定す  
る辺地  

③ 半島振興法（昭和60年法律第63号）第1条に規定する半島地  
域  

④ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備  

の促進に関する法律（平成5年法律案72号）第2条第1項に規  
定する特定農山村地域  

⑤ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第2条  
第1項に規定する過疎地域  

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は以下のとおり。  
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○ 注4の厚生労働大臣が定める施設基準   
1月当たり実利用者数が20名以下の指定居宅介護支援事業所で   

あること。  

5 指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、別に厚生労働  

大臣が定める地域に居住している利用者に対して、通常の事業  
の実施地域（基準第18条第5号に規定する通常の事業の実施地  

域をいう。）を越えて、指定居宅介護支援を行った場合は、所  
定単位数の100分の5に相当する単位数を所定単位数に加算す  

※ 別に厚生労働大臣が定める地域の内容は以下のとおり。   

○ 次のいずれかに該当する地域  

① 離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定によ  
り指定された離島振興対策実施地域  

② 奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条  
に規定する奄美群島  

③ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第1  
項に規定する豪雪地帯  

④ 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置  
等に関する法律（昭和37年法律第88号）第2条第1項に規定す  
る辺地  

⑤ 山村振興法（昭和40年法律第64号）第7条第1項の規定によ  
り指定された振興山村  

⑥ 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第2  
条第1項に規定する小笠原諸島  

⑦ 半島振興法（昭和60年法律第63号）第1条に規定する半島地  
域  

⑧ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備  
の促進に関する法律（平成5年法律第72号）第2条第1項に規  
定する特定農山村地域  

⑨ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第2条  
第1項に規定する過疎地域  
⑩ 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第3号に  
規定する離島  
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旦 別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合には、特定事  

業所集中減算として、1月につき200単位を所定単位数から減算  

する。   

ヱ 利用者が月を通じて特定施設入居者生活介護又は小規模多機  
能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護（短期利用共同生活  
介護費を算定する場合を除く。）若しくは地域密着型特定施設  
入居者生活介護を受けている場合は、当該月については、居宅  

介護支援費は、算定しない。  
ロ 初回加算  300単位  

旦 別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合には、特定事  

業所集中減算として、1月につき200単位を所定単位数から減算  
する。   

旦 利用者が月を通じて特定施設入居者生活介護又は小規模多機  
能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護（短期利用共同生活  

介護費を算定する場合を除く。）若しくは地域密着型特定施設  
入居者生活介護を受けている場合は、当該月については、居宅  

介護支援費は、算定しない。  
ロ 初回加算  注潮（法   

第8条第21項に規定する居宅サービス計画をいうJ を作成する   
利用者に対して、指定居宅介護支援を行った場合その他の別に厚  

注 指定居宅介護支援事業所において、新規に居宅サービス計画（法  

第8条第21項に規定する居宅サービス計画をし、う」を作成する  
利用者に対して、指定居宅介護支援を行った場合その他の別に厚  

生労働大臣が定める基準に適合する場合は、1月につき所定単位  生労働大臣が定める基準に適合する場合に、次に掲げる区分に応  

数を加算する。ただし、イの注2に規定する別に厚生労働大臣が  じ、それぞれ次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、  

定める基準に該当する場合は、当該加算は、算定しない。  イの注3に規定する別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場  
合は、当該加算は、算定しない。また、初回加算（Ⅱ）を算定して  

いる場合は、初回加算（Ⅰ）は、算定しない。  

（1）初回加算（Ⅰ）  250単位  

（2）初回加算（Ⅱ）  600単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

イ 新規に居宅サービス計画を作成する利用者に対し指定居宅介護  
支援を行った場合   

口 要介護状態区分が2区分以上変更された利用者に対し指定居宅  
介護支援を行った場合  

ハ 特定事業所加算  ハ働 500単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道   

府県知事に届け出た指定居卿＝引こつき所定  
単位数を加算する。  

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道  
府県知事に届け出た指定居宅介護支援事業所は、当該基準に掲げ  
る区分に従い、1月につき次に掲げる所定単位数を加算する。た  
だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、  

次に掲げるその他の加算は算定しない。  

澗 500単位  

（2）特定事業所加算（Ⅱ）  300単位  
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※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

1 特定事業所加算（Ⅰ）  

イ 主任介護支援専門員を配置していること。  

口 常勤かつ専従の介護支援専門員を3名以上配置していること。  
ハ 利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項  
に係る伝達等を目的とした会議を定期的に開催すること。   

ニ 24時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相  
談に対応する体制を確保していること。   

ホ 算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介護状態区分が  

要介護3、要介護4及び要介護5である者の占める割合が100分  
の50以上であること。   

へ 当該指定居宅介護支援事業所における介護支援専門員に対し、  
計画的に研修を実施していること。   

ト 地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場  
合においても、当該支援が困難な事例に係る者に指定居宅介護  

支援を提供していること。   

チ 地域包括支援センター等が実施する事例検討会等に参加して  
いること。  

り 居宅介護支援真に係る運営基準減算又は特定事業所集中減算  
の適用を受けていないこと。   

ヌ 指定居宅介護支援事業所において指定居宅介護支援を行う利  
用者数が当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員1人当  
たり40名未満であること。   

2 特定事業所加算（Ⅱ）  

ハ、二、り及びヌを満たすこと、主任介護支援専門員等を配置  
していること並びに常勤かつ専従の介護支援専門員を2名以上配  
置していること。  

二 医療連携加算 二間 150単位   

注 利用者が病院又は診療所lこ入院するlこ当たって、当該病院又は  

診療所の職員に対して、当該利用者の心身の状況や生活環境等の   

当該利用者に係る必要な情御者1人lこつ  
き1月に1回を限度として所定単位数を加算する。  

ホ 退院・退所加算  
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注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する場合には、当該基準  

に掲げる区分に従い、次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、  

初回加算を算定する場合は、当該加算は算定しない。  

川働 400単位  

（2：退院・退所加算（Ⅱ）  600単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

1 退院・退所加算（Ⅰ）  

病院若しくは診療所への入院期間又は地域密着型介護老人福祉  
施設若しくは介護保険施設への入所期間が30日以下であった者が  

退院又は退所（地域密着型介護福祉施設サービス又は介護福祉施  

設サービスの在宅・入所相互利用加算を算定する場合を除く。）  
し、その居宅において居宅サービスを利用する場合において、当  

該利用者の退院又は退所に当たって、当該病院、診療所、地域密  

着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員と面談を行い、利  
用者に関する必要な情報の提供を受けた上で、居宅サービス計画  

を作成し、居宅サービスの利用に関する調整を行った場合には、  

当該利用者の居宅サービスの利用開始月に所定単位数を加算する。   

2 退院・退所加算（Ⅱ）  

病院若しくは診療所への入院期間又は地域密着型介護老人福祉  
施設若しくは介護保険施設への入所期間が30日を超える者が退院  
又は退所（地域密着型介護福祉施設サービス又は介護福祉施設サ  

ービスの在宅・入所相互利用加算を算定する場合を除く。）し、  

その居宅において居宅サービスを利用する場合において、当該利  
用者の退院又は退所に当たって、当該病院、診療所、地域密着型  

介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員と面談を行い、利用者  

に関する必要な情報の提供を受けた上で、居宅サービス計画を作  
成し、居宅サービスの利用に関する調整を行った場合には、当該  

利用者の居宅サービスの利用開始月に所定単位数を加算する。  

へ 認知症加算  150単位  

注 日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動が認め   

られることから介護を必要とする認知症（法第8条第16項に規定   
する認知症をいう。）の利用者に対して指定居宅介護支援を行っ  
た場合には、1月につき所定単位数を加算する。  
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ト 独居高齢者加算 卜牒 150単位   

注 独居の利用者lこ対して指定居宅介護支援を行った場合lこは、1  

月‡につき所定単位数を加算する。  

チ牒 300単位   

注瑚（指定地域密着型サービ  
スの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働   
省令第34号。以下「指定地域密着型サービス基準」という。）第6   

2条に規定する指定小規模多機能型居宅介護をいう。）の利用を開   

始する際に、瑚を当該指定小規模多機  

能型居宅介護を提供する指定小規模多機能型居宅介護事業所（指   
定地域密着型サービス基準第63条第1I引こ規定する指定小規模多   

機能型居宅介護事業所をいう。㈱割共し、当該指定  

小規模多機能型居宅介護事業所における居宅サービス計画の作成   
等に協力した場合に、所定単位数を加算する。ただし、この場合  
において、利用開始日■前6月以内lこおいて、当該利用者lこよる当   

該指定小規模多機能型居宅介護事業所の利用について本加算を算  
定している場合は、算定しない。  
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介護報酬単位の見直し案  
（変更点は下線部）  

改 正 案  現  行  

○指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成十二   
年厚生省告示第二十一号）   

○指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成十二   
年厚生省告示第二十一号）   

台惟埜盤班（陣怪べ掛班社主昧虹Il＋lll叶）圭昧已＋く亜妹Il邸再急告推  

堕饉班増虹鱒（陣世玉廿増せ絆虹Il十已叶）肺＋lll頗妹巳惇e璽根吏蛸  
On仙′ 控根貨蒔中一山ぺ帥り輌小崎咄旺Qぜe水根り匪卜昭蛸鮒勅鴬e  
坤∩り根£′ 計肇＋llせ巳町lⅢ量′♪照旺セ、昭○  

l 控恨演繹中一山ぺ酬㌧用附い利虹旺e凝漣′ 宗悩控恨演繹中一1けq肝   

烏惟☆モ側聞ゼ蟻川紅いに再別封山勘刺㌻甘卜昭  

Il空地増結中一1けぃ肝⊥川糾せ叫封蝋旺（宗礪甘台惟埜畢増結中一1け（り   

堕昭猷亜盟増澤髄僻叫（虻根葉壕り墜昭ヰeリ越座0）刃」トノ淋恨仙   
卓昭舶匿再笥虻宗傑碑側溝ほ吏ヰ灘腰瀾博ほ持一山ベリ堕昭生地飴儲  

台闇拍削墜班（排撃べせ増せ維柾Il十川叶）妹監＋く亜圭昧l憎堰ほ庫闇  

埜饉瑠増虹鱒（計世玉肘班壮抹虹Il＋巳叶）堆十川頗妹監邸e埜他出蛸  
ウ∩仙′ 空地増結中一山ぺ帥り柵卜昭咄旺e亜Q琳出口匪卜昭蛸鮒勅鴬e  
ぺ一∩⊥川富＄′ 陣増＋ll掛巳町lⅢ量・到瑠旺卜昭○  

l 空地増蕗中一山ぺ抑り蝋ト㊥咄旺e歴世′ 宗腑空地増蒔中一1け（肺   

女難☆モ桝弧せ蚕悩り邦つ軸恨小崎ヰe刃卜昭○  

ll控恨岩盗中一山け＝肝り用軒卜両用抑圧（宗腑甘台惟埜畢増盟中一1丹（り   

堕㊥朕亜哲理盗僅榔琳（盟也慄相打月掛¢βeリ岳叫○）刃」レ琳根仙   

卓㊥咄匿再笥虻藁螢榔舶増3リ女難僅榔増継手一山ベリ堕昭生地能登  

舶刃」lJ抽出仙貞昭舶旺漣盤〉○）e既望′ 藁り吐朝統率《血毛根＄  咄刃」トノ琳恨仙貞昭軸旺勅盤〉0）合せ埜′ 京口吐朝択垂ぺ曲簑槻＄  

l祖せe射撃り宗瀾山側憧照明せ鳩抽用卜江川棉細川いパン両い ○  宗礪り鵬憧川和化銅酎酬酢」レ抽根本牒局堰い舟山0  昭l弧せQ琳草リ   

※ 別に厚生労働大臣が定める一単位の単価の内容は以下のとおり  

別紙5参照  

ll一 握l仰唱璽他出甘封別離紺旺一山ぺ締出輌小崎舶旺e茸他紙他」   

吏肇叫m⊥招ニト′ 中e亜リl巴堆喋e∃賛裔簑嶋崎刃勅世′ 中e苦慮朝   

辞世撃コ聖レ｝長軸小崎ヰe刃ト㊥○   

別表  

指定施設サービス等介護給付責単位数表  

1 介護福祉施設サービス   

イ 介護福祉施設サービス   

（1）介護福祉施設サービス費（1日につき）  

川 堤l仰e璽恨リベコ空地漢盗中一山ぺ抑り蝋ト㊥榔旺Q亜潮水他」   

吏替く［り龍ニレ′ 中e亜吏l巴堆照合賛意簑嶋岬刃勅世′ 中e背義朝   

茸世昏コ鯉トレ長軸ト㊥ヰe刃ト㊥0   

別表  

指定施設サービス等介護給付費単位数表  

1 介護福祉施設サービス   

イ 介護福祉施設サービス   

（1）介護福祉施設サービス責（1日につき）  
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